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Ⅰ はじめにー簡単な自己紹介と最近の仕事ー

■専門:経済地理学（産業立地と地域経済の理論・実態・政策）

■略歴

1985年 :東京大学大学院理学系研究科博士課程修了

85年～97年:西南学院大学（福岡）経済学部

97年～ :東京大学教養学部（駒場）人文地理学教室

■最近の仕事
・松原宏編『日本のクラスター政策と地域イノベーション』（2013）

『地域経済論入門』（2014）『工場の経済地理学』（2016）

『知識と文化の経済地理学』（2017）の刊行

・「都市圏における将来シナリオ策定に係る有識者委員会」（座長）

・首都圏広域地方計画改定に関する有識者アドバイザリー

・経済産業省産業構造審議会地域経済産業分科会（会長）

・内閣府 まち・ひと・しごと創生本部

（RESAS専門委員、政府関係機関移転、kPI・交付金の検証など）



θn

空間
（距離）

図１ 経済圏の重層性と地域構造 （松原作成） 変動要因

注： θl, θr, θnは, それぞれ圏域L, R, N の形成に関わるモノの輸送費やヒトの交通費 ➀産業構造変動
などの空間的抵抗の大きさを示す。 ②フローの変動

出所：松原 宏編(2014)『地域経済論入門』古今書院, p.25 ③外的変動
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地域構造論は、
矢田俊文（1973)

等で提起された
国民経済におけ
る地域的分業の
しくみを解明し、
国土構造のあり
方を論じたもの。

ヒト・モノ・カネ・情報・知識の地理的流動は、多種・多様だが、
都市の規模にあわせて、階層的にまとめられていき、
重層的な経済圏を構成するようになるのでは？



Ⅱ 産業構造の変化と2050年の経済

１ 産業構造審議会「新産業構造ビジョン」

（→2030年の就業構造を推計）

■技術の変化：第４次産業革命

■社会の変化:Society5.0

■産業の在り方の変化:Connected Industries

■ 戦略４分野

「移動する」 :自動走行、ドローン

「生み出す･手に入れる」 :スマートサプライチェーン

「健康を維持する･生涯活躍する」 :医療システム

「暮らす」:「新たな街」づくり

→産業構造論からの展望が必要では？



出所：経済産業省産業構造審議会新産業構造部会事務局

「新産業構造ビジョン」2017年5月30日





Ｑ これからのものづくりは？

出所：「産業構造審議会」2016年4月27日 配布資料２
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図２ 日本工業の業種別構成比の推移
注 全事業所の製造品出荷額等による。
出所：「工業統計表」各年版より松原作成。

２ 日本の産業構造と産業立地の長期的推移
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図４ 世界の自動車生産の推移

注：元データは、各国の自動車工業会の公表数値で、個々の国々で統計分類が
異なる場合がある。1960年～90年のドイツの数値は、旧西ドイツの数値。
出所：国際自動車工業連合会および日本自動車工業会資料より松原作成。
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図６ 日本工業の
地域的構成の変化

注：1935年は「工場統計表」の生産額,1970

年以降は「工業統計表」の製造品出荷額等の
都道府県別対全国比を示した。

出所：「工場統計表」, 「工業統計表」各年版よ
り古川智史作成。

（a）

（b）

（c）

（d）

a  繊維主導の近代工業化
→阪神中心、四大工業地帯

b  素材主導の重化学工業化
→太平洋ベルトの形成

c オイルショック・ハイテク工業化
→ベルト内東西格差

d  自動車産業中心
→愛知+多極



図７ 主要工業地域の対全国比の推移
注：京浜は東京・神奈川、阪神は大阪・兵庫、中京は愛知・三重、関東内陸は栃木・群馬・埼玉、

京葉は千葉、東海は静岡、瀬戸内は岡山・広島・山口・香川・愛媛、北九州は福岡の都府県．

（「工業統計表」各年版より松原作成）
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図８ 全国における工場立地件数および立地面積の推移
（経済産業省「工場立地動向調査結果」より松原作成）
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図９ 地域別工場立地件数の変化
（経済産業省「工場立地動向調査結果」より松原作成）

立地先の変化： 東海、関東臨海、近畿臨海での伸び
地方分散の時代から大都市圏地域に集中する時代へ



図10 業種別にみた大規模工場数の変化
注：化学には石油製品・石炭製品製造業を、金属には鉄鋼、非鉄金属、金属製品製造業を含む。
（『工業統計表』各年版より松原作成）
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図11  都道府県別にみた大規模工場数の変化
（『工業統計表』各年版より松原作成）
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■工程分割による

垂直展開から、

日本と海外で

それぞれ

一貫生産する

水平展開へ

図13 アジアの分業構造

出所：『通商白書2006』 p.87

■国内立地の優位性

１）材料、部品などで高い技術を有する

国内集積の活用

２）製造技術のノウハウのブラックボックス化

３）研究開発と生産体制の一体化

（『ものづくり白書2005年版』 p.48）

■国内生産拠点と海外生産拠点との差異
１）研究開発のほとんどは国内
２）高付加価値製品は国内、

中位グレード製品もしくは普及品は海外
３）設備集約的な上工程は国内、

相対的に労働集約的な下工程は海外
（『ものづくり白書2007年版』 p.49～52）

国内市場の
縮小・「孤立化」 インド

以下のような「すみ分け」は変わりつつある。
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図14 三大都市圏の対全国比
a  人口 b  製造品出荷額等

注：東京圏は、埼玉、千葉、東京、神奈川、
関西圏は、京都、大阪、兵庫、奈良、
名古屋圏は、岐阜、愛知、三重の各都府県。

東京圏の
対全国シェア
のトレンド

年 年

出典：『国勢調査報告』 『工業統計表』

Ⅲ 東京・地方関係の変化と国土構造
１ 東京一極集中の変化
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図 三大都市圏と地方圏における人口移動の推移



図15 オフィス人口の推移

注：オフィス人口とは、従業地での専門的
技術的職業、管理的職業、事務従業者を合計したもの。
出典：『国勢調査報告』（通勤・通学編）各年版による。
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表１ 東京都区部等における特化係数の高い業種
特化係数東京都区部（18業種） 大阪市（13業種） 名古屋市（5業種） 福岡市（8業種）

5.0～5.9 インターネット付随サービス業

4.0～4.9
映像・音声・文字情報制作業
各種商品卸売業
金融商品取引業・先物取引業

繊維・衣服等卸売業

3.0～3.9

通信業↑
情報サービス業
航空運輸業
貸金業クレジットカード業等↑
広告業

通信業↑ 熱供給業
通信業↑
貸金業・クレジット
カード業等

2.0～2.9

石油製品・石炭製品製造業
熱供給業↓
水運業↑
放送業
繊維・衣服等卸売業
機械器具卸売業
補助的金融業
専門サービス業↑
職業紹介・労働者派遣業

革・毛皮製造業
鉄道業
情報サービス業
映像・音声・文字情報制作業
建築材料・金属材料等卸売業
機械器具卸売業
その他の卸売業
貸金業クレジットカード業等
補助的金融業等↓
広告業
職業紹介・労働者派遣業

ガス業
機械器具卸売業
貸金業・クレジット
カード業等↑
広告業
職業紹介・労働者
派遣業

ガス業↑
インターネット付随
サービス業
無店舗小売業
補助的金融業↑
広告業

注： 特化係数とは、（特定地域特定産業従業者数/全国特定産業従業者数）を（特定地域全産業従業者数/全国全産業従業者数）で割った値。
2006年と比べて特化係数が大きくなった業種には↑、小さくなった業種には↓を付け、新たに登場した業種は赤字で示した。

出典： 『経済センサス』(2012)



出所：国土交通省（2014)「国土のグランドデザイン2050」参考資料

開業予定:2027年品川－名古屋（40分）
2045年

品川－大阪
（70分）

２ リニア中央新幹線による国土構造の変化



スーパーメガリージョンの影響

１）ヒトの移動の高速化・圏域拡大とイノベーション

問題は、どのようなヒトの移動を想定するか？

大きな変化をもたらすのは、フェイス・トゥ・フェイスが重要な

業種や事業分野だと考えられる。具体的には、研究開発や

クリエイティブ産業などに携わる高度人材の移動・交流が活発

化し、中京圏の製造業と首都圏の研究開発機能との接触によ

り、新製品・新事業の創出、産業の融合が起きやすくなる。

また、観光客の移動距離が増し、観光圏の拡大が見込める。

２）競争の激化とオフィス立地の再編

東京・大阪の影響力拡大による競合が、中部圏域のみならず

東北・西南日本で起きる可能性があり、支店の撤退・集約な

ど、マイナス面の影響への対応も求められる。



図17 スーパーメガリージョンと都市システムの変化（松原作成）

国家的都市システム

地方的都市システム

日常的都市システム

国際的都市システム

Ｌ Ｎ

ＴＯ
Ｎ

スーパー
メガリージョン
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ライフサイエンス100km未満

ライフサイエンス全て
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図1７-2：ライフサイエンス分野における研究実施主体間ネットワーク

（2001～2007年度 経済産業省 地域新生コンソーシアム研究開発事業資料を基に與倉豊作成）．



01北海道

10群馬県

11埼玉県

12千葉県

13東京都

14神奈川県

15新潟県

16富山県

17石川県02青森県

21岐阜県

22静岡県

23愛知県

24三重県

25滋賀県

26京都府

27大阪府
28兵庫県

29奈良県

31鳥取県

33岡山県

34広島県

35山口県

36徳島県

37香川県

38愛媛県

39高知県

04宮城県

40福岡県

41佐賀県

42長崎県

43熊本県

44大分県

45宮崎県

46鹿児島県

47沖縄県

07福島県

08茨城県

図17-3 ライフサイエンス分野における都道府県間結合
(2001～2007年度 経済産業省 地域新生コンソーシアム研究開発事業資料を基に與倉豊作成）



図 北陸地域における３つの地域イノベーションプロジェクトの
産学官ネットワーク

（與倉豊 作成）



産業立地政策

国土
政策

地域
雇用
政策

地域イノベーション政策

地方
行財政
政策

特区
等の
地域
活性化

都道
府県

市
町
村

国

広域経済圏

地域経済

（経済産業省・農林水産省）

（国土交通省） （厚生
労働省）

（総務省）

（文部科学省）

（内閣府
地方創生
推進室）

図1８ 地域政策の多様化と枠組みの変化 （松原作成）

「まち・ひと・しごと
創生本部」

背景

①人口減少・
グローバル化・
財政危機の
下での
地域問題
の変化

②省庁の縦割り・
類似政策の乱立・
政策形成力の劣化

③政治的力学
など

Ⅳ おわりに －今後の政策的課題－
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（10億円） 図19 都道府県別地方創生交付金総額（2015年11月～2017年4月）

拠点整備交付金

推進交付金

加速化交付金

先行型交付金

出所：まち・ひと・しごと創生本部ホームページより松原作成。



表２ 産業立地政策の変遷 （経済産業省資料をもとに作成）

1950・60年代

臨海部における

重化学工業の推進

太平洋ベルト

地帯構想（60）

工業等制限法

（59→02廃止）

新産業都市

建設促進法

（62→01廃止）

工業整備特別

地域促進法

（64→01廃止）

1970・80年代

地方分散の促進・
均衡ある発展

工業再配置促進法

（72→06廃止）

工場立地法

（73→）

テクノポリス法

（83→05廃止）

頭脳立地法

（88→05廃止）

地方拠点法

（92→）

1990年代
空洞化防止と新
規成長分野の発
展促進

地域産業集積
活性化法

（97→07廃止）

新事業創出
促進法（98）

中小企業
新事業
活動促進法
（05→）

2001年～
競争力のある地域
産業・企業の発展
支援

産業クラスター
計画

（2001～09）
知的クラスター

創成事業
（2002～11）
企業立地

促進法
（2007～17）
地域未来投資
促進法
(2017～）



地域未来投資促進法の特徴ー企業立地促進法との違いー

１）集積業種・区域の選定をなくし、製造業だけではなく、

幅広い業種の企業による地域経済牽引事業を支援。

２）市町村および都道府県の基本計画に同意するもの

だけではなく、国承認の事業を新設。

３）減税措置、地方創生交付金の活用、金融面の支援

など、インパクトの大きな支援メニューを提供。

４）民間事業者を中心に、官民連携など新たな地域事業

体による地域経済への波及効果の大きな事業に注目。

５）面的な拡がりとともに、圏域を超えた連携を含めた

広域的な事業展開をも重視。



図20 アジアにおける主要大都市圏の人口推移
出所：United Nations Department of Economic and Social Affairs/ 

Population Division World Urbanization Prospects: The 2014 Revision

（百万人）

年



■将来の日本の地域構造に関わる変動要因

①日本国内での人口減少、東南・南アジアでの人口増加

②ＴＰＰ等によるグローバル競争の激化

③第４次産業革命やSociety5.0などイノベーションの進展

④エネルギー転換の進展、自然エネルギー比率の上昇

⑤地方分権の進展による政府間関係の変化

■これらをふまえて、日本の産業・企業の立地優位性の維持・強化、

広域経済圏における立地環境の整備が必要となる。その際、広域

経済圏域での地域中核工場の立地・都市集積・インフラ等の情報の

可視化を行い、技術軌道や経路依存を活かした既存工場の進化、

産業集積地域との一体化等を重視した地域産業振興策を、関係省

庁、自治体、経済団体などの連携によって打ち出していく必要があ

るのではないか？また、国の施策とともに、地方圏に関わる主体間

関係・ガバナンスのあり方を考えていくことも重要ではないか？
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